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：●障がい者制度改革推進会議の「障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）」（平成22年6月　　　障害の有無にかかわらず・相互に個性の差異と多様性を尊重　：
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・ 障害者が自ら選択する地域への移行支援や移行後の生活支援の
充

実、及び平等な社会参加、参画を柱に据えた施策の展開
・ 虐待のない社会づくり

横断的課題の
スケジュール等

平成21年12月～平戒22年1　　　平成23年

障がい者鰯度改革推

楚潔押職
lO障害考基本法抜本改
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i・障害や差別の定義を始め、基本的施策に関する規定の見直し・追加　　i

i・改革の集中期間内における改革の鑑進等を担う審議会組織の設置　　　i

i・改革の集申期聞終了段に障害者権利条約の実施状況の監視等を　　　i
i　担ういわゆるモニタリング椴関の法的位置付け等　　　　　　　　　i
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※　な事項について配載　1
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定笠　　　　内　’　　　　　　　　・
・ 障害者に薄する差別を禁止し、被害を受けた場合の救済等を昼的と
した制度の構築
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i一制定．　　　　ii・制度の谷間のない支援の提供、掻々のニーズに基づいた地域生活　…

；支援体系の整備等を内容とする制度の構築　　　　　．　　　　；
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1

・ 福笹的就労への労働法規の適用の在り方：．．．． （押23年内）　　　　　　　　　璽
霧

・雇用率翻度についての検証・検討 窪

・ 職場での合理的配慮確保のための方策　「 穿

ブ教育ジステム講築の理念奇踏まえ

た髄度改革の基本的方向

（～24年度囲目途）

（～24年度内目

途）　　　1

（～24年内葭途）

・障害者の所得保障の在ジ方を公的年金の抜本見直しに餅せて検討 1

（～24年内目途）

・住宅の確保のための支援の在り方
躍 （～24年内）

一 噌 医療費用負担の在琴方応能舞＿）

・ 社会的入院を解消する一めの捧駆

匪（～23年内）
犀

（～23年内）
1

・ 糖神　害者の童翻入院　の在り方
建

（～24年内冒途）

1 1

・相百・　育支髪　　の　善に向けた 1
（～23年内）

　　　　　　　　　　1
・ 虐待防止嗣度の構築に向けた必要な検討

　　　　　　　　1
濠各廼震分野につ蒔ては、改

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　匪
．

覇騨ノアフ購曝鱒度・申
　の間擁に要ま対
応を図るよう、工程　としてそ

れぞれ検酎期問を設定

　　　　　　　　葬

・ 情報バ饗アフリー化の鋤の環嶢整鯖の在り方
・ 障害特性に応じた災害時緊急達諸の伝達の方策

1

（～24年内）

嚢灘｝矯責難セ （～22年度内〉

　　　　　　　　　1・投票所のバリア除去等

・ 潤事訴訟手盤における　害の特性に応じた配慮方策 （～24年内目途）

π アジア太平洋での障籾野の国際励への貢献
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’懸一…

障賓の有無にかかわらず個性と人格を尊重する社会の実現
8 ♂

i‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
：ユ送地域生漬
　　必要に応じた支援の提供、障害者の地域移行の計画的推進

　　利用者負担に関して、本人の所得を基礎とすること等

　　　i馴

等　　：

　　・i
　　li
等　　…

　　　…

含理的配慮及び必要な支援の提供、生計を立て得る

収入と働く機会の確保

多様な就業の場の創出と佳事の確保
・ 障害者雇用義務の対象拡大　　　　　　　　　　等
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旦1住皇　　　　　　　　　　　　　　呂
　地域移行の促進、様々な障害者自らの必要に応じた住宅の確保等　　三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：°
　9ユニバーサルー嬰ンと
　ユニバーサルデザインの理念の施策への反映　　　　・

　福祉用具等の研究開発や普及　　　等i
慧舩　一のバ・　・．の1

「

「社会モデル」の考え方を踏まえた障害の定義の見薩し 、

地方部におけるバリアフリー化の計画的推進、

合理的配慮を確保するための施策 等

…：灘榮講叢熱聾癖馨滋繍亨講される権利
．　必要な支援を受けた自己決定に基づく祉会参加の権利の確認
・ 　手話等の言語の使用及びコミュニケーション手段の利用（権利条約にお

　燃る「表現及び意見の良忠につい薫の権私三の確認》　　　　　　篶

、

画
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笠　、i

インクルーシブな教育鍵度の構築（障害のある子と
ない子が同じ場で共に学ぶことを原則）

・ 就学先の決定は本人保護者の意思に反しないことを原
則　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　罫
障害のある子どもに合理的配慮や必要な支援の提供等

・

・　権利条約を踏まえた障害に基づく差別に係る規定の見直し
　　・差別盈びその防止に閣する棄劔の収纂、驚理及び提供
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人権を確保しつつ、必要な医療が提供されること

身近なところでの必要な医療や支援サービスの提供

難病等の治療や症状の軽減に係る調査研究の推進等

様々な情報にアクセスし、自ら必要とする多様なコミュニ

鰯毒講翻羅無る災。。報。。購i

12　　ヒ・ス，、一い
七 　様々な文化スポーツ活動を可能とするための施策等
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、

篠倉的な零難奮無験して麓る障害のある女性が置かれた状況に配慮等

㌧

…

さ

き
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　　障害のない子どもと等しく「意見表明権」を含む人権が認められ、地域社

　　会1識い黒盛人鵠その保護煮譲への必要な支援の提供　　　簿

　…

’i
量妻

o　亀

公衆衛生又は医療施策の一環として実施

　・地域社会で自立した生活ができるための年金、手当等、
’

　障害のために追加的に要する負担軽減を図るための施策　等

…

壽

…

等

i、

…

…

：

・ 地域生活と社会参加に必要な支援、障害に基づく差別の防止　　等 正　　由の

障害の種別や特性に応じた施策
選挙等に係る憤報の提供や投票について障害の響寺性に配慮等

に’1

．陣

灘灘；罷鶯；ξ騰購ぎ讐1
：　障害の有無にかかわらず、相互に権利を尊重　　　　　　　　　　9
． 　．事業者筆は、瞳害者の権刮の実現とその地位の砲よ焦努める　　篶　　：

地域移行の計画的推進、地域社会での自立した生活
医療における適正手続の保障　　　　　　　　　　等

9

障害の特性に応じたコミュニケーション手段の確保

関係職員に対する障害の理解に関する研修　　　等

、艮

●

…

・i

，

照臨翰協謬の下で臆害煮施策を旛進 等

，墜蓋週閻
　　障害者の社会参加を促進する観点から位置づけ、民間団体等の参画　等

…

　…
陶1

餐

i・

1・・

必要なコミュニケーション手段の提供と身近な地域での相談

相談体制の整備、障害者自身や家族による相談、

相談を行う者への必要な研修　　　　　　　　　等
’　、

㌧じ

蝋　　　　　　　　　　　i
・ 外国政府、国際機関又は民間団体等との連携や協力
・ 国際協力事業全般におけるバリアフリー化の促進　等

，

・8

‘　社会的な要因を除去する観点から実施、障害者の性別、年齢、障害の

　　状態に配慮、生活の実態や困難さに基づいた支援の提供
：　権利条約における「地域社会で生活する平等の権利」を踏まえ実施

　ロコ　ロ　ロ　　コ　　のロ　ロ　ロロロ　　ロロ
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：：

中央障害者施策推進協議会及び推進会腰を発展的に改組し、障害当事者等が過半数を占める新たな審議会組織を設置

障害者基本計画及び障害者に関する基本的な政策に関する調査審議を行うとともに、施策の実旛状況を監視し、

必要に応じて応答義務を伴う勧告を実施

蔑講麟黙｝鶉濃潔艦鍛蒙葦臨譜畿欝i羅保1…異馬
糊．置かれ。麟会繍講害。事者等が騰を占。。構成とし、叢

新超識策の実施繍燗玄る監視事務を追加　　　　　　　　　　，難
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．謹＿．＿、晶乱

，

施策を誘甫るに当たってh臆審煮等g～葛見を可能な爆り養重

障害者等の参画を得て、障害者基本計画等を策定

差別禁止法制を含む必要な法制上及び財政上の措置を実施

障害者の状況、講じた施策等の概況報告を毎年国会に提出
・．・．　　・．■巳」」匿■
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総合福祉部会2010年から2011年活動スケジュール（案）

部会

全体会

部会作業
チーム

障がい者

制度改革
推進会議
との合同

作業チー

ム

2010年
6月　　　　7月　　　　8月 9月　　　10月　　11月　　　12月

．灘　籔
β：雛一　　．．自崔

　　　醗聖
3ユ　　　2ユ鑑

錘　　　擦藍

働尾　　留　　　②

2q　　　19　　　7

日i　　日　　　目

新法の論点について

の撰通理鯉を深める

第1期i課題別作業

チーム検討案を議≡

　　雛

，！

閉…一盟一一駐⊥一ご月㌧・、ら見’譜孕・・L・・慨

　　　　　　　　　　・、f第1期作業チーム
　　　　　　　　　　　帰　1月に報告書提出

　　　　　　　　　　　さ　　　　　　　ニ
　　　圏　　　　1　　　　1　　　　願孫環姫活動とGH・CH・

1概動提出　　　　　　　　　　　；　罐見渣じと自治体の役割

、一一 「一一一一1－一一一丁一’　　籔森祐司座長】
　　　l　　　　　l　　　　　I　　　　　I専■謹置圏■，■■匿■腫置■聰厘圏圏，◆

6月　1　7月　1　8月　1　9月
　　ユ　　　　　　　ほ　　　　　　　さ

就労ζ医療、睨童分野に

つい七は合向作業ヂーム
で論点の整珪・検討を行
り　　　　ま　　　　　　　　　　　　　　　き

つ。　i　　　　妻　　　1・
　　葦　　　　　　　　葦　　　　　　　　1

　　季　　　　　　　　蓬　　　　　　　　匠

　　…　　　　　　　｝　　　　　　　1

　　巳　　　　　　　1　　　　　　　1

10月　111月　　　12月

2011年
1月　　　2月　　　3月　　　4月 5月 6月　聖　7月 8月

曹1　　⑲
251　　15

日i　日
轡基寡納に舞携1嬢蘭鐘

8口開㌔1
画　　　　　口1

■　　　　　■1

属　　　　脚聰
匿　　　　　　　髄

ロ　　　　　　　ロ
隠　　　　　翼B

　　　　　　　　　1爵・．朋翼

第2期翻別イ蝶ll≡
チー云検討案を議葦1：　：
　　　　　　　　　墾　　　　　　　置

i1：．
：期：：

：作：：

：業：：、

1楼
：ム≡
i馨1≡

ロ　　　ロ　　　ロロ

　　　コ：討：・
：議：：
璽　　　　　　■巳

胃　　　　　　■瞑

匿　　　　　　幽腫

圓　　　　　　．．

国　　　　　翼国

置　　　　　　匿■

■　　　　　　置■

ロ　　　　　ロ■

璽　　　　　　．■

闘　　　　　　寓闘

■　　　　　　■着

腫　　　　　　■塞　F

鷹　　　　　　翼・

陞　　　　　　■匿

匿　　　　　　■．

嚢難択と決定・相談支援

難譲ロセス（程度区分）

灘茨木尚子座長】

灘羨久保常明座長】

嚢麺域生活の資源整備

纏森祷司座長】

灘期中伸明座長】
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難藩商毅座長】
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懇灘鯵び闘 【松井亮輔座長】

劉蒙療髪主爆精神分野）　　医療（その他の医療一般）

i難雛難撫薦　　　【堂本暁　座長】

蒸藝難． 【大谷恭子座長】



障害福祉計画について

基本指針について

○基本指針は、障害者自立支援法第87条第1項の規定に基づき、障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑
　な実施を確保することを目的として、作成されるもの。（平成18年6月26日告示、平成19年3月30日・平成2箋年1月8日・平成21年3月30日改正）

○　空百止言颪は、この基　雛に艮して　　町寸・道・県が

（市町村障害福祉計画）　…第88条

O各年度における障害福祉サービス・相談支援の必要な見込量、その確保のための方策

○地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項　　　　　　等

障害者自立支援法

（都道府県障害福祉計画）…第89条

○区域ごとの各年度の障害福祉サービス・相談支援の必要な見込量、その確保のための方策

O区域ごとの障害福祉サービス・相談支援に従事する者の確保又は資質向上のために講ずる措置に関する事項

○各年度の障害者支援施設の必要入所定員総数

○障害者支援施設の障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置に関する事項

○地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項　　　　　　等

計画期間について

18年度 19年度　20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

第1期計画期間 2　曇面　　口
じののの　ののののロ　の　ロ　　ロロロ　ロロ　　ロ　ロロロ

1第3期計画期間
L一阿印一一“阿鱈印一隅陶【一隔■冨■■一■■冨■一■一一



第3期障害福祉計画の考え方

【1基本理念等】
　①現基本指針の基本的理念・基本的考え方、市町村及び都道府県障害福祉計画に定める事項等については、
　　考え方は変更しないが、必要な時点修正等を行う。

　②計画期間
　　　平成24年度から平成26年度までの3年間とする。
　　　ただし、障害者総合福祉法（仮称）の平成25年8月までの実施を目指しており、計画期間中に計画を見直すこと

　　となる可能性がある。

　③児童福祉法に基づく障害児に係るサービスについては、法律上計画の策定義務は無く、任意であるが、各都道
　　府県等の判断で障害児に係るサービスの提供体制の整備方針等を定めることが望ましい。

【2数値目標の設定方法】
（1）現行の数値目標については、別紙1のとおり。

　　　実績については、別紙2－1・2－2のとおり。（就労に関する都道府県別実績は追ってお示しする。）

（2）考え方（詳細は別紙3のとおり）

　（1）下記の施設入所者の地域生活への移行に関する数値目標については、次の数値を基本としつつ、都道府県等

　　において、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定する。なお、既に次の数値を上回る都道府県等におい

　　てはさらに高い目標値を設定されたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

地域移行者数

平成17年10月1日　　平成26年度末

‘

“　≒響　豆露　　’　　　ハ

入所者の削減数

　　　　iH2葦．1α1現在の実績　一　　　※混童福祉法の取並にま攣、

　　　　顯6．696（5年間）　　　　　　　狛歳以土の入所者につい
3割以±i　　…彌年間沼，3％　　　　　　　　て障害者自立支援法に基
　　　　　3．3％×9．5（ト紅7．窪0月～　　　　　　’つく嚢章害者支援施設等と彰

　　　　了H27．3月）≒30％　　　　　　　　　て利罵させることと彰た施設

　　　　　　　　　　　　一　一一一一一P　を除し、で設定する。

1割以上減
現霞標：796（6年間）

⇒第3期計画分：396（3年間）



（五）退院可能精神障害者の減少に係る数値目標については、社会的入院の解消に向けての客観的な指標として
　　どのようなものが適切か、「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」報告書や「障害者制度改革

　　の推進のための基本的な方向について」（平成22年6月29日閣議決定）、「新たな地域精神保健医療の構築
　　に向けた検討チーム」の検討も踏まえながら、本年夏を目途にお示しする。

（皿）　就労支援事業の数値目標の考え方は、別紙3のとおり、これまでの計画の考え方を基本として、実績や地域

　　の実情を踏まえて設定する。現在「就労移行支援事業の利用者数」及び「就労継続支援（A型）事業の利用者

　　の割合」の数値目標を明示していない都道府県等においては、明示することを検討願いたい。

【3サービスの見込量及び入所定員総数の設定方法】
（1）サービスの見込量に係る現行及び実績は、別紙4のとおり。

（2）考え方

　①現基本指針で示しているサービスの見込量及び入所定員総数の算出に当たっての指針は、数値目標に係る
　　ものを除き、変更の必要がないため、基本的に変更しない。

②旧体系施設が全て新体系に円滑に移行できるようサービス量を見込むこととする。

③18歳以上の障害児施設入所者については、障害者施策（障害者自立支援法）で対応することとなるが、地域

　移行者数及び入所者の削減数に係る数値目標や、サービスの見込量、入所定員総数を設定する際には、

　児童福祉法の改正により、18歳以上の入所者について障害者自立支援法に基づく障害者支援施設等として
利用させることとした施設を除いて行うものとする。

　　この場合、児童福祉法の改正に伴う知的障害児施設等から障害者支援施設等への移行に際して、都道府県
においては、障害者支援施設の入所定員総数が計画上の入所定員総数を上回る場合であっても指定を行うなど、

移行が円滑に進むよう留意されたい。

　　また、計画上の数値目標・見込量・入所定員総数には含まないものの、当該施設の入所者についても、計画的

に地域移行を進めるのが望ましい。

④各種経過措置の取扱いや、障害者自立支援法の改正により創設されるサービス（相談支援、同行援護）の

見込量の考え方については、サービス内容の検討状況を踏まえ、追ってお示しする。



【4作成のプロセス】
①数値目標・見込量・入所定員総数を定めるに当たっては、現場のニーズを踏まえることが必要であるが、各都道

　府県等において、ニーズ調査の実施や自立支援協議会の活用などにより、その把握に努められたい。

②障害者自立支援法の改正により、自立支援協議会が法律上位置づけられ、自立支援協議会を設置した都道府県
　等は、障害福祉計画を定め、又は、変更しようとする場合、あらかじめ、自立支援協議会の意見を聴くよう努めなけ

　ればならないこととなる6その施行日は、平成24年4月1日を予定しているが、改正の趣旨を踏まえ、「第3期障害

　福祉計画（平成24年度～）」の作成に当たっても、自立支援協議会の意見を聴くよう努めることが望ましい。

【5その他】
　第3期計画の確実な実施のため、より正確な現状把握が必要となることに鑑み、数値目標を設定した項目ごとに

都道府県別進捗状況を厚生労働省において調査し、毎年度公表することとする。都道府県においては、正確な数値

の把握ができる体制の整備に努められたい。（公表の例：別紙2－2）



相談支援体制の強化

（施行期日）

原則として平成24年4月1
日施行（予定）

（課題）障害者の地域生活にとって相談支援は不可欠であるが、市町村ごとに取組状況に差がある。

　また、地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律上不明確。

→地域における相談支援体制の強化を図るため　心となる』ム的た　一　　センー　　　嚢

センー　 町・に曇置。

→立　腫Aについて設置の促進や運営の活性化のため、鱈上に　言1る。

　※市区町村における地域自立支援協議会の設置状況85％（平成22年4月）

→地域移行や地域定着についての相談支援の充実（地域移行支援・地域定着支援の個別給付化）。

支給決定プロセスの見直し等

（課題）サービス利用計画の作成については、①計画の作成が市町村の支給決定後となっている、②対象

　が限定されている、などの理由からあまり利用されていない。

→支給決定の前に　一ビス　　　邑面　　　　し　　・　の　　と　　よう見直し。

→サービス等利用計画作成の対象者を鑓。
　※現在のサービス利用計画作成費の対象者は、重度障害者等に限定されており、利用者数は3，413人（平成22年4月）。



基 量8’ センター

○基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、身体障害者、知的障害

　者、精神障害者の相談支援に関する業務を総合的に行うことを目的とする施設。

○市町村又は当該業務の実施の委託を受けた一般相談支援事業者その他の省令で定める者が設置すること
　ができる。

設置できる

■市町村

圏市町村が委託する者
（一般相談支援事業者等）

※設置するかどうか
　は市町村の任意

《基幹相談支援センター》

0身体障害者、知的障害者、精
　神障害者の相談支援催関す
　る業務を総合的匿行う

　　　　　F－■国1
　　　　　1　　　　　1

　　　　　l＿＿コ＿1

　コココココココココロココココロのロロロ　ロロロほロロロコロロロコロロココロロロロロロロロロロコ　　ロ　ココ　コロコロコロロロロロロロコロ　コ　ロロコロロココココロコロののロロロロロコロロコロ　コ　コココロロロロコし

i（基幹相談支援センターが行う業務のイメージ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
ほ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

｛○　自ら、障害者等の相談、情報提供、助言を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
じ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

iO地域の相談支援事業者間の連絡調整や、関係機関の連携の支援を行う。　　　　　　　　i
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　臨

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　聾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14



昔　△ ◎

上立置寸け
○障害者の地域における自立した生活を支援していくためには、関係機関や関係団体、障害福祉サービス事

　業者や医療・教育・雇用を含めた関係者が、地域の課題を共有し、地域の支援体制の整備について協議を行
　うことが重要である。

Oこれを担う「自立支援協議会」について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。

○自立支援協議会を設置した都道府県及び市町村は、障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合、あ
　らかじめ、自立支援協議会の意見を聴くよう努めなければならないこととされている。

※この改正の施行日は平成24年4月1日を予定しているが、「第三期障害福祉計画（平成24年度～）」の作成に当たっても、

　今回の改正の趣旨を踏まえ、自立支援協議会の意見を聴くよう努めること。

【自立支援協議会を構成する関係者】

趨騰馨難慧業煮 行政機関
当i事者

保健・医療 、企業・就労業援

景鳶慈糞援

繕校

自立支援協議会 民生委員

障害i蓄相談員

「

高齢者炎護
相言炎支援事業者

宅建業者

15
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般
的
な

相

談
支
援

市町村／指定相談支援事業者に委託可

○障害者・障害児等からの相談（交付税）

　　市町村／指定特定・一般相談支援事業者

　　　　　　　に委託可

○障害者・障害児等からの相談（交付税）

サ
1

ビ

ス
等
利

用
計
画

O指定相談支援（個別給付）
　・サービス利用計画の作成
　・モニタリング

○障害者・障害児等からの相談

　　　　　　　○計画相談支援（個別給付〉　．支給決定の参考

　　　　　　　　・サービス利用支援
　　　　　　　　・継続サービス利用支援　　　　冒薄象を拡大に拡大

　　　　　　　○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

地
域
移
行
支
援

地
域
定
着
支
援

じのコのののロロロロロロロロロロロロ　コロ　ロロ　コ　　コ　ロロロコロコロコロココ

10精神障害者地域生活支援特別対策事業（補助金）
1　（都道府県／指定相談支援事業者、精神科病院等・
；　　　　　　に委託可〉
L　”　”　隔　一　胴　一　一　國　r　－　－　r　一　一　一　一　一　一　一　＿　一　＿　＿　＿　＿　＿　一　＿　＿　一　＿　圃　一　＿　一　一　一　一　一　一

じ　ロ　コ　ロ　　　ロ　　　コ　コ　コ　ロ　の　の　　　の　の　ロ　ロ　の　ロ　ロ　ロ　コ　　　ロ　コ　コ　ロ　ロ　　　　　　　　　ロ　　　コ　　　コ　　　コ　ロ

｝○居住サポート事業（補助金）

1　（市町村／指定相談支援事業者等に委託可）
【囲胴一胴國一一一薦一一一一脚隅門一一一＿一一一一一一一一一一＿一一一＿一＿一＿－1
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　　　　　指定二般相談支援事業者
※事業者指定は、都道府県知事が行う。

○地域相談支援（固別箱付）
　・地域移行支援（地域生活の準備のための外出への同

　　　　　　　　行支援・入居支援等）

　・地域定着支援（24時間の相談支援体制等）

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）



般
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な

相

談
支
援

r－1垂匿．の　邑
、

市町村／指定相談支援事業者に委託可

○障害者・障害児等からの相談（交付税）

　　　　　　　　市町村／指定特定・一般相談支援事業者

　　　　　　　　　　　　に委託可

　　　　　　○障害者・障害児等からの相談（交付税）

居
宅

サ
1

ビ

ス

○指定相談支援（個別給付）
　・サービス利用計画の作成
　・モニタリング

○障害者・障害児等からの相談

○計画相談支援（個別給付）　．支給決定の参考

　・サービス利用支援
　・継続サービス利用支援　　　　巨対象を拡大に拡大

○基本相談支援（障害者・障害児等からの相談）

ドココロロコ　　ロコロ　　ロロロロロコロリコロコ　　ロロコロリココ　コココ　　　ドじ

i・…一　利一る一・児童相談所・i［⇒

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

（児）とある

のは児童福
郵浴去に基づ

くもの

　　　　障害児相談支援事業者（児）
※事業者指定は、露晦赫長が行う。

○障害児相談支援（個別給付）
　・障害児支援利用援助
　・継続障害児支援利用援助

※障害児の入所サービスについては、児童相談所が専門的
　な判断を行うため、障害児支援利用計画の作成対象外。



地
ゐ　ロ

丁 ・地 の

○地域移行支援
　施設や病院に長期入所等していた者が地域での生活に移行するためには、主　の　　や　生活の多蔵伸
　について　怖が必要。

　一〉現行の「精神障害者地域移行支援特別対策事業」（補助金）で行われているものと同様の事業を個別給付

　に。

○地域定着支援
　居宅で一人暮らししている者については、　・齢もAむ緊急　における連絡　　談伸のサポート　1が必要。

一〉現行の「居住サポート事業」（補助金）で行われているものと同様の事業を個別給付に。

※地域移行支援・地域定着支援を担う「一般相談支援事業者」の指定は、都道府県が行う。

※施行（平成24年4月1日）の際、既存の指定相談支援事業者は、1年以内の省令で定める期間内は「指定一
　般相談支援事業者」とみなす。

施設・病院内
一 i一

地　域

晦

目

π

一 ｛

圭・　か・圭・　のこめコー團’・一ト

　　　　サービス利用計画　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　じ（退所・退院に向けたケアマネジメントを行い、地域生活への移行、定着を計画的に支援。）

土　　　一・土・　ミの一

　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　　　8
L些塑越茎援曼廻型雛鰯

　　　　　　地域移行支援　　　　　　　；
（地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための
　　への甜一　而・　　　頴　　　　　　　　　　　　　匪

　地域定着支援（24時闘の相談支援体制等）

：



○市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成
するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行うこととする。

　＊上記の計画案に代えて、省令で定める計画案（セルフケアプラン等）を提出できることとする。

　＊　特定相談支援事業者の指定は、総合的に相談支援を行う者として省令で定める基準に該当する者について市町村が指定
　　することとする。

　＊サービス等利用計画作成対象者を拡大する。

○支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）
　について、計画相談支援給付費を支給する。

○障害児についても、新たに、児童福祉法に基づき、市町村が指定する「指定障害児相談支援事業者」が、通
　所サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成することとする。

　＊　障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス

　　等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成するようにする方向で検討）

　＊　障害児の入所サービスについては、児童相談所が専門的な判断を行うため、障害児支援利用計画の作成対象外。
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（5）平成24年4月施行分（その3）

平成23年
’辱鱒’’’”… 　……’　1　　　　　　　　　　塵　’　　　　　　　　I　　　　　　　　　　I　　　　’　　n　”m’監”鱒’叩’厘’幽’　　　　　　　　　　　　　　’”τ’’’’’’　　　　　　　　　　’”r’’’”　　　　　　　　　　　　　1　　「’“’‘’鴨’即”n

2月　｝　3月　1　4月　；　5月．；　　　　　6月　　　　　　；　7月　　；　　8月　　1　　9月

障害児支 ○主管課l　　　　l　　　　；　　　　；○障害児通所支援及び障害児　；○報酬算定　10システムイ　10請求明細書
援の強化 長会議1　　　　｝　　　　；　　　　1　入所支援のサービス内容、　；　構造案の　1　ンタフェー　；　等の様式案

l　　　　　l　　　　　l　　　　　l　支給対象者、支給要件等の　　1　提示　　　1　ス仕様書案　；　の提示
l　　　　l　　　　l　　　　｝　基本的枠組み案の提示　　　l　　　　　　l　公開　　　　11　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　塵

l　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　匡
i　　i　　i　　iO障害購所支援の輌村移i　　　i　　　ll　　　　・　　　　I　　　　I　管に伴う事務大要案の提示　1　　　　　　・　　　　　　・聖　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　塵　　　　　　　　　　　　　　　　1犀　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　麺　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　聖　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　匡　　　　　　　　　　　　　　　　1匪　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　　　11　　　　1　　　　；　　　　；018歳以上の施設入所障害　1　　　　　｝　　　　　　1

・　　　　・　　　　1　　　　整　児の障害福祉サービスへの　蓼　　　　　1　　　　　　覇1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藍　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　1

l　　　　l　　　　；　　　　1　移行に伴う事務大要案の提　l　　　　　　l　　　　　　；

l　　　　l　　　　l　　　　l　示　　　　　　　　　　　　l　　　　　l　　　　　　l

平成23年　　　　　　　　　｝　　　　　　　　　　　　　　　平成24年
1　　　　　　”監’τ監’’’’’　　　　　　　　’”［’”　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’1…’’　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　”T”「”　　　　　　四’”1”幽叩

10月　　　1　　11月　　1　12月　1　　1月　　1　　　2月　　　；　　　　3月　　　　｝　4月

○最低基準省令、l　　　　　　　l　　　　lO報酬案の提；○政省令・告示案　10政省令・告示の公布　1（施行）

鰭省令i　　i　i。奮意事項通i一鷺・　1・馨纈改訂版の送i
゜難灘改訂i　　i　i知案嚇i　　　i・留意事項通知の送付i
○事務処蟹領i　　　i　　L－＿＿＿L．＿一＿＿＿1蜷塑聾髄塑一1
案の提示　　　l　　　　　　　l　　　　　l（都道府県及び市町村）　　　　　　　　　※障害児通所支援1

l　　　　　　　l　　　　　l都道府県から市町村への受給者情報移管　→　　　　　　　　1
；　　　　　　　1　　　　；　　　　　　　　　　　市町村における支給決定（みなし）；
蜜　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　L圏齢一一圓胃隔閣爾一一昌國一國一一一一一昌一一一一一一一一一一一一塵一一一一一一一冒一一一腫一一曽司

；　　　　　　　l　　　　　l（都道府県及び市町村）　　　※18歳以上の施設入所障害児1
1　　　　　　　　；　　　　　1都道府県から宙町村への受給者情報移管　→　　　　　　　　　1
1　　　　　　　；　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村における支給決定ll　　　　　　　　　　　　　聖　　　　　　　　　L＿國＿＿＿＿一一一＿一＿一一＿＿一一＿＿一一＿一＿一＿一一讐圏一隠隔胴一扁隔胃一＿國r＿國一一＿－J

l　　　　　　　　｝　　　　　1（都道府県等）事業者指定（準備行為を含む。）　　　　　　　l
l　　　　　　　l　　　　　；　　　　※既存の指定知的障害児施設等：みなし指定　　　　；　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

注　現時点での案であり、今後変更することがあり得る。



サービス種類 関係する目標値 基本指針

　　　　　　　　．

相談支援 障害福祉サービス（施設入所支援及び重度障害者等包括支援を除く。以下この項において同じ。）の利用が

見込まれる者のうち、自ら障害福祉サービスの利用に関する調整が困難な単身の障害者等計画的な
プログラムに基づく支援が必要と認められる者の数を勘案して、利用者数及び量の見込みを定める。

実　　　績都道府県のサービス見込量集計数（第2期計画）
第1期計画 第2期計画

達成率

項目 平成2｛年度（A）　　　平成22年度　　　平成23年度（B） 平成18年度 平成緯年度 平成20年度 平成21度（C） C／A C／B
ザービス見込量 2，1　万人翁　　　　　　　　万入分

一　．万大分 一．　万人分 ． 0．3万人倉 Oj　9 0．10

　　　　　　　　　幽幽國■サービス利用者数
．闇
　16

　　噛圏．層膠　　　　　．2．1万人、． 2．9万人
．巾 圏．圏膠町， ．．膠n



2．精神障害者天ウトリーチ推進事業について

【基本的な考え方】

・精神障害者の地域移行施策として、平成15年度から退院支援に向けた事業を行ってきたところ。

今後は、地域に向けた支援（退院支援）と入院を防ぎ、地域に根づく支援（地域定着支援）を併せて行
うことが重要。

・ アウトリーチ（訪間）による支援により、「入院」という形に頼らず、まずは「地域で生活する」ことを前

提とする必要性について、関係者が共通認識として持つ必要がある。

【事業の方向性】

・ 将来的には一般制度化（診療報酬等）を目指すため、モデル事業（全国25ヶ所）として評価指標や
事業効果について検証を行っていくもの。

・ 現在の制度上、診療契約があれば、訪問診療・訪問看護等による診療報酬請求ができるが、未受

診者や治療中断者については報酬の対象外。現状では、治療中断等への支援は行政や相談支援
事業所等による支援を行っているが、「入院治療」を前提とする支援も少なくはなく、「在宅生活の継

続」という支援についてはマンパワー等の面から十分に対応できない事情もある。
・ 本事業においては、アウトリーチ支援を行うことで、再入院をどの程度減少することが可能か等を検

証していくことが重要であり、これにより、アウトリーチ支援の実施が各医療機関が病床削減に取り組
んでいくための一手段となることを期待するところ。

・ 財政面、地域における人材面の制約も考えると、できる限り現存する人的資源を活用するとともに、

地域支援を行う人材として養成することが必要であることから、最も典型的な形態として、医療機関が

一定数の病床削減をしつつ、アウトリーチ支援を行うことを想定している（具体的な類型については別
紙）。

・ 保健所、精神保健福祉センターは、アウトリーチチームへの技術的な支援（対象者の選定等）や関
係機関との調整等を行い、地域の精神保健福祉活動の充実に向けた役割を行うものとする。



課題の解決を入院という形に頼らない

これまで、退院促進事業を行ってきたが、退院後いかに再入院を防ぎ、地域に定着するか、ま
た、入院していない者であっても、いかに入院につながらないようにするかが課題となっている。

に　　　　　　お　ヘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

蟻一議薦　　　　　．　　＿瓢　一欄＿
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精神障害者地域移行・地域定着支援事業

精糎科病院等 　　　　退院・
墨

　地域生活への移行

一 地鐵笙活

・、＼　　　　　ノ7
＼こ・諏巫饗肇象ク

　　　　　　麓

擶擁賭黎亥獲乙1一デ雛ξ購

宋治療の者や治療中断じている者等（治療契約等が交わされていない者）に対じ、専門職が
チームを組んで、必要に応じて訪問支援を行う「アウトリーチ」により、保健・医療・福祉
サービスを包括的に提供し、丁寧な支援を実施することにより、在宅生活の継続を可能にする。

※いわゆるACT（Asse沈匡ve　CornmnunityTreatmθnt＞とは、本来なら入院が必要となるような重症者を対象に、原則的には利用者と

治療契約等が交わされ、医師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士等の多職種による訪問形態であり、わが国においては診療報酬
等の対象サービスを活用して実践されている。



精神障害者アウトリー黍推進事業のイメージ
　ココロロ　　ロロロロロ　　　
1平成23年度予算案　羅
｛　7億円（特別枠）　1

★在宅精神障害者の生活を、医療を含む多職種チームによる訪問等で支える。

黙、 想定されるチーム構成

ピアサポーター

　（当事者）

　　　繕
敷　毫謬

¢

看護師

　　　　　　　　　【対象者】

①受療中断者②未受診者③ひきこもり状態の者
④長期入院の後退院し、病状が不安定な者

　※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の
　　気分障害圏、認知症による周辺症状がある者
　　　　（疑含み）を主たる対象とする

臨床心理技術者
（臨床心理士等）

o　ε

厳
’　　　鳳

毫

（都道府県）　蝿施》
・ 医療法人等に事業委託（モデル事業）

・事業運営に係る評価委員会を設置

精神保健福祉士

対象者
の紹介

相談支援専門員

情報交換等
による連携

　（地域の関係機関）

・保健所、市町村
・ 医療機関
・ 障害福祉サービス事業所

・介護保険事業所
・ 教育機関
・地域自立支援協議会等

【特徴】・医療や福祉サービスにつながっていない（中断している）段階からアウトリーチ（訪問）を実施

　　　・精神科病院等に多職種チーム（他業務との兼務可）を設置し、対象者及びその家族に対し支援

　　　・アウトリーチチームの支援により、診療報酬による支援（訪問看護等）や自立支援給付のサービスへ

　　　つなげ、在宅生活の継続や病状安定をはかる



韮睦安ア家曜暴羨妻爆璽鷲懲等

【主な対象者】

①受療中断者②未受診者③ひきこもり状態の者
④長期入院の後退院し、病状が不安定な者

　※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の気分障
害圏、認知症による周辺症状がある者（疑含み）を主たる対
象とする

　※精神科病院、精神科診療所の実施の場合は、白院以
外の患者も対応する

【具体的な支援内容】

・24時間（休日、夜間含）、対象者及び家族へ迅速な訪問、

相談対応
・ゲアマネジメントの技法を用いた多職種チームによる支援

・ 関係機関との連絡、調整及びケア会議の開催

、＿

【特徴】

・ 医療や福祉サービスにつながっていない段階から
のアウトリーチ（訪問）による支援を行う

・ 医療と日常生活の支援の両側面からの支援（協力
医の確保）

・ 24時間相談対応可能（対象者及びその家族、関係
機関に限る）

・状況に応じ、地域の関係職員もチームに加え対応

・家族への支援等についても対応可能

・病状悪化者の場合でも、できるだけ入院させず在

宅支援を前提

．．．＿認

新たなアウトリーチ支援 （支援の流れ）今

上記の①～④の状態の者
日常生活の支援等

鼎濡黙一ト囁熱熟纒叢最懸蕪黒轟 轟熱

地域生活
の継続

家族・近隣

行政機関
警察等

からの相談

【主な対象者】

・本人や家族から訪問等の了解が得られた者
・ 比較的状態が落ち着いている者
・医療や福祉サービスにつながってる者
・ 行政機関等から訪問依頼を受けた者

【具体的な支援内容】

・腺薬支援

・障害福祉サービスの紹介等

【特徴】
従来のアウトリーテ支援

・ 精神科病院の訪問看護、障害福祉サービ
ス事業所等による単一職種による訪問
・ 病院、事業所等の開設時間のみの対応が
多い

・ 精神科病院実施の場合、自院以外の患者
を対象としない

・病状悪化者の場合、入院を前提としたアブ
ローチになりがち



罪ウト》一黍推進事業に係る事業運営について

詳細については、「事業実施要綱」及び「アウトリーチ推進事業実施の手引き」に示す予定であること。

【事業目的】

・受療中断者や自らの意思では受診できない等の理由により、日常生活上の危機が生じている精神
障害者に対し、一定期間、医療及び福祉の包括的な支援を行うことを目的とする。

・ 民間精神科病院等に医師、看護師、精神保健福祉士、相談支援専門員等の多職種から構成される
チーム（以下、「多職種チーム」とする）を配置し、できるだけ入院をせずに地域生活の継続が可能とな

るための支援を行うもの。

【対象者】

当分の間、主診断名が統合失調症、統合失調型障害および妄想性障害（F2）、気分（感情）障害（F

3）の者、認知症による周辺症状（BPSD＞がある者（いずれも疑含）を対象とする。

（1）精神医療の受療中断者

1か月以上の受診中断、又は服薬中断等により、日常生活上の危機が生じている者。

（2）精神疾患が疑われる未受診者

家族・近隣との間でトラブルが生じるなどの日常生活上の「危機」が発生しており、精神疾患が疑わ
れ、入院以外の手法による医療導入が望ましいと判断される者。

（3）ひきこもり状態の者

特に身体疾患等の問題がないにも関わらず、6ヶ月以上、社会参加活動を行わない状態や自室に
閉じこもり家族等との交流がない状態が続いている者で、精神疾患による入院歴又は定期的な通院
歴のあるもの又は、症状等から精神疾患が疑われるもの。

（4）長期入院等の後、退院した者

精神疾患による長期（概ね1年以上）の入院又は、複数回繰り返しての入院から退院し、病状が不安
定な者。



チーム配置と病床削減に係る考え方

本事業はアウトリーチチームの設置と病床肖ll減計画を併せて実施すること。

【チーム配置について】

・ 本事業はモデル事業としての要素が強いことから、民間の精神科病院において実施する。

・実施機関については、民間精神科病院、訪問看護ステーション、相談支援事業所、精神科診療
所でも可とする。

・ 但し、平成22年度精神障害者地域移行・地域定着支援事業のうち、地域定着支援事業を実施し

ている都道府県においては、事業の継続性の観点から、現在事業実施している公的機関にチー
ム設置することを可とする。

【病床削減に係る考え方】

・
実施機関において病床削減とチーム設置を行うことを基本（パターンA）とするが、地域の実情に

合わせて下記の設置形態（パターンB＞も可とする。

・ なお、同一圏域内の複数病院による病床削減、公立病院の病床削減、アウトリーチ実施チーム
と異なる圏域の病床削減についても可とする。
・ 病床削減計画については、事業実施から3年ないし5年以内に30床以上（許可病床ベース）を削

減するものとする。なお、削減予定の医療機関の全精神病床の10％が30床に満たない場合には、

その10％以上（例：200床の病院なら20床以上）を削減するものとする。

　　　　　　　【パターンA】
同霧病院内怨病床削減とチーム設置を行う場食く基本形態）

A病院に
チーム設置

）P

誇

1郵義珪舗姦
蓼碧疹　舞難羅

6嚢巨　難建暮

き舞謄

　　　　　　【パターンB】
肩一圏域内嚢病床削減と…薫一ム設置を行う場合



【実施機関】

（1）民間精神科病院（往診、訪問看護に対応できること）

（2）精神科を主に標榜している診療所（往診、訪問看護に対応できること）

（3）訪問看護ステーション（主として精神障害者への対応を行っていること）

（4）相談支援事業所、地域活動支援センター等（主として精神障害者の対応を行っており、精神科
病院、保健所等と十分に連携を図る体制を講じていること）

【人員配置等】

（「）原則24時間365日の相談支援体制をとれること。（但し、休日・夜間については電話による相談

対応でも可。）

（2）保健師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士のいずれかの職員が少なくとも1名以上配置さ

れ、他に相談支援専門員、臨床心理技術者等の専門職が配置されていることが望ましいこと。

（3）精神科医師は顧問医、非常勤でも可であるが、電話等による指示及び往診できる体制がとれる

と共に、ケア会議への出席等、十分に連携を図ること。

（4）1日1回のミーティング（カンファレンス）と定期的に関係者によるモニタリングを実施すること。

（5）支援対象地域は、訪問による支援が可能な合理的な範囲を定めるものとする（例：実施機関か

ら概ね30分以内）。なお、交通手段は問わない

（6＞職員配置については、他業務（診療報酬による訪問看護、自立支援給付による自立訓練（訪問

型）等）との兼務も可能とするが、その場合、補助対象となるアウトリーチ活動に対する費用（賃金、

報酬）を適切に算定するため、他業務との勤務日数（時闘）を明確に区分する必要があること

【評価委員会の設置】

都道府県は、本事業実施に際し、医療・福祉・保健に携わる関係者、当事者、家族等から構成され
る評価委員会を設置し、事業運営等に係る評価を定期的に行うこと。

（本委員会については、都道府県自立支援協議会等と兼ねて行うことができること）



今後のスケジュール

・ 事業実施に際し、各都道府県においては事業内容等に係る照会等を随時行われたいこと。
・ 事業評価の観点から定期的に委託事業者の情報交換会等を行う予定であること。
・ 予算執行状況により2次募集の実施を検討中であること。
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